様式１

補　助　金　交　付　申　請　書

　　令和　　年 　月　　日

公益財団法人北海道科学技術総合振興センター　理事長 様

（申請者）所在地　
企業名　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　

製造拠点省力化機器導入促進補助金規程第９条の規定に基づき、下記の事業に関し補助金の交付を受けたいので、「様式１（別紙）」の事項に該当していることを宣誓のうえ、次のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　事業計画名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　※　取組内容を表す簡潔な名称を記載してください。


２　補助金交付申請額
　　　　　　　　　円
※　千円未満切り捨て


【関係書類】
（１） 事業計画書（様式２）
（２） 事業計画概要（様式２別紙１）
（３） 収支予算書（様式２別紙２）
（３） その他添付書類　※３は最低限にとどめて下さい
（４） 見積書・仕様書やカタログ等


様式１（別紙）

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（同条を準用する場合を含む。）の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けている者でないこと。
２　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく再生または更生手続きを行っている者でないこと。
３　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第11項に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事業を行っている者でないこと。
４　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第３条又は第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、支配人その他の使用人等として使用している者でないこと。
５　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定する政治団体に該当する者でないこと。
以上





様式２
事業計画書（交付申請提案書）　
※様式２の事業計画書は合計３～６枚で記載ください。
申請時は、本記載も含め※の注記・記載例は全て削除して下さい。
［記入欄の大きさは変更自由。強調したい箇所を赤字、下線とするほか、
図表・写真等を用いてわかりやすく記載してください。］

１．事業計画概要
	事業計画名
	

	事業実施期間
	（着手）交付決定日　～　（完了）　　　年　　月　　日

	事業の概要（200字程度・採択時にこの記載は公表します）
※背景、導入により解決したい課題、導入する機器・システムの概要、導入後の効果を簡潔に記載してください。






２．申請企業の概要
(1) 企業について
	申請者名（企業名）
	

	代表者　職・氏名
	

	本社所在地
	

	工場・製造拠点所在地
（機器・システム導入先）
	

	設　　立
	　　　　年　　　月
	資本金
	円

	従業員数
	人
	主たる業種
	

	主要な製品・技術
	



　※いわゆる、みなし大企業は対象外となりますのでご留意下さい。
(2) 連絡担当者について　
	担当者所属
	

	担当者職・氏名
	

	担当者連絡先
	Tel
	

	
	Email
	





３．事業の具体的内容
３．１　自社の現状
	(1) 事業に取り組む背景
　※自社を取り巻く外的環境・内的状況など、本事業に取り組むに至った背景・動向を記載してください。
　※本事業はものづくりの製造拠点における人手不足対策として自動化機器やロボット・AI・IoT等を活用して、技能継承や生産体制の維持・増強を図ることを目的としています。事業趣旨との適合性を意識しながらご記載ください。


	(2) 解決・改善したい課題 
　※自動化装置やシステム等の導入により解決・改善したい課題を記載してください。




３．２　事業内容
	(3) 課題解決へ向けた取組・導入する自動化装置やIoTシステム等の全体像
　例：〇〇製造工程における各機械の稼働状況や段取り時間、熟練工の圧延工程における作業
データ（温度、速度）を収集・分析した結果、○○作業について改善の余地が見られたため、○○の導入により生産性を向上させる。
　※(2)で設定する課題と取組内容に妥当性があるか留意しながら記載ください。
（論理に飛躍が無いか、矛盾が生じていないか、他の代替手段は検討したかなど）
※文書での説明に加え、システム構成図、ポンチ絵や導入予定の製造拠点の写真や図面等を用いて、本事業でどのような取組みを行うか全体像をわかりやすく記載してください。



	(4) 導入する主なロボット等自動化装置やIoTシステム
	製品名、型番
	

	メーカー名
	

	必要となる
スペック・機能
	

	選定理由
	


　※複数ある場合は、行を追加して記載してください。
※原則、概要がわかるカタログ・パンフレットを添付してください。


	(5) 実施体制
　※　本事業に取組む社内のメンバー及び役割分担について記載してください。
　※　外部の連携、協力者がいる場合、加えて記載してください。
（助言・指導をうけている外部の協力者やコンサルタント、単なる受発注にとどまらず生産性向上に向けて協業・共創しているＩＴ企業や自動化設備事業者など）


	(6) 実施スケジュール（導入時期、効果検証など）
※ 補助事業の実施スケジュールがわかるよう、項目ごとに矢印等を用いて記載ください。
　※ 適宜、追加・削除してください。

	取組項目
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	（例）要件定義・発注条件
の精査
	
	
	
	
	
	
	
	

	（例）納品・試運転
	
	
	
	
	
	
	
	

	（例）効果検証
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	






３．３　事業の効果
	(7) 課題解決により期待される生産性向上等の省力化の効果（目標）
※ 作業者・技術者の人手不足対策としてどの程度の省人化・省力化効果が見込まれるか、もしくは一人当たりの生産能力がどの程度向上するかなど、数値を交えて定量的に記載してください。
　　　
【定量的な省力化効果の見込み記載例】
	
	省力化効果
	根拠

	（労働・作業）時間
	●●時間／年
	・・作業の削減により平均●時間/日を見込むことから通年で左記効果を見込む。

	[bookmark: _GoBack]金額換算
	●●●千円／年
	作業者の一日あたりの平均給与額●●円から通年で●●円の効果を見込む。
合わせて新たに・・・業務に着手することから●●円の収益寄与を見込む。
（新たな売上、内製化による外注費の低減など）





	(8) 本事業後の人手不足対策・生産性向上等に向けた自社の戦略
※ 本事業を契機に今後どのような取組みを計画しているか、もしくは自社の戦略の中で本事業をどのように位置付けているのかなど、中長期的な戦略を記載してください。
※ 局所的な取組みに終始せず、将来的にどのような効果を期待できるかを記載してください。




３．４　その他（語句の説明など）
	※ 専門的な語句の解説、添付資料がある場合の明示など。無い場合は削除。
【専門用語解説】　●●：・・・・・・・
【添付資料】　①・・・・





